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 人口・・年少人口、
生産年齢人口

 経済・・GDP成長率
 雇用・・女性・高齢者

就業率
 地域・・人口増減等
 国際・・プレゼンス

≪５つの目安≫

未来への選択 ― 人口急減・超高齢社会を超えて、日本発 成長・発展モデルを構築 ―〔報告概要〕

現状のままの未来

○ 50年後－１億人程度の安定した
人口構造

○ 50年後－実質GDP成長率
1.5～2％維持

○ 東京一極集中の反転、地域の
特色を活かした豊かな成長・発展

人口

経済

地域社会

 学びの機会の多様化

 従来の姿にこだわらない取組推進
（集約・活性化、東京圏の少子化対策、介護政策）

≪１５の先導的取組≫

○ 50年後－３分の２程度の人口
規模へ縮小、高齢化率は40％

○ 50年後－マイナス成長が定着
○ 地域が疲弊化、日本全体の多

様さが消失

改革・変革を経た未来

年少人口減少
が止まる

高齢化率上昇
のピーク

 ＩＣＴを利活用した
ブレイクスルー

 妊娠、出産等の知識普及

 企業による子育て、
若者支援

≪３つのコンセプト≫

トレンド
の変化

生産年齢
人口比率上昇

 新しい絆を起点にした取組推進

 少子化対策
2020年目途に倍増
（社会保障の再構築）

 女性、高齢者の
活躍推進

高齢化率上昇
ピークアウト

社会の
若返り

持続的な
成長・発展

 異能、異才の発掘、育成

 個性的な研究開発、ビジネス
化支援

 地域の資金循環

 少子化対策の検証・評価

 地域の実情に応じた拡充

イノベーションによる
生産性の向上

少子化対策
倍増

「未来」を「人口」
に結び付けて描く

「つなぐ力」と「開くこと」
を重視する

「選択肢」を広げる
「多様さ」を活かす １

慢性的なデフレ
30年来の少子化
地 域 疲 弊

脱デフレ
経済再生

地方創生

 教育への社会的
支援

 人口急減克服の
効果分析
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人口指標（普通出生率）と経済指標の関係

２

y = 2.1358x + 35.746
R² = 0.259
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y = 1.6489x + 38.999
R² = 0.1815
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y = 1.2951x + 40.528
R² = 0.115
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y = 0.3315x + 40.63
R² = 0.0748
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人口指標が高い地域（マップ①の暖色の地域）［349］

人口指標が高い、かつ、経済指標が過去ないし全国平均より上向
いている地域（マップ①・マップ②ともに暖色の地域）［206］

＝59.0％
経済指標が過去ないし全国平均より上向いている地域
（マップ②の暖色の地域）［525］

人口指標が高い、かつ、経済指標が過去ないし全国平均より上向
いている地域（マップ①・マップ②ともに暖色の地域）［206］

＝39.2％

＜マップ①＞
人口指標が高い地域（2010）

※2010年の人口指標（普通出生率）が高い（上位2割）の
市区町村マップ

＜マップ②＞
経済指標が過去ないし全国平均より
上向いている地域（2010）

※2010年の経済指標が55以上の市区町村マップ

人口指標と経済指標の高い地域（2010年時点）

３



人口安定と成長力強化
の好循環の実現

様々な場所で多様な個
性と能力が伸び伸び発
揮される社会

人口と地方の縮み
指向に歯止めがか
からない

人口オーナス
による負の連鎖

日本らしさをブランドにした
成長・発展

東京の超高齢化、非効率化と
地方の疲弊の悪循環

デ フ レ 脱 却 と あ い ま っ た
一 体 的 な 取 組

 人口急減・超高齢化の克服が
最重要の課題
 希望通りに結婚、出産、子育て
できる環境の整備

 人口減少、高齢化、低成長を乗り越

えた日本発の世界に先駆ける成長・
発展モデルの構築
 イノベーションにより成長・発展を持
続する経済社会

 東京と地方が補完・交流し、
多様性に富んだ社会
 集約・活性化した地域のまち
づくり

地域社会

人口

経済

経済状況と出生率の間に
は相関関係

人口急減から経済の
縮小スパイラルに

若者が選好する地方都市が
増えれば人口増加

東京の過密、地方の
過疎が人口に影響

地方の活性化が日本の
成長力を高める

画一性、保守性が
成長力を弱くする

基盤となるのは人材育成 ：
次世代を産み育て、イノベーションを創出し、
地域社会を支えるのは「人」

人口、経済、地域社会の課題への一体的取組

人 口 、 経 済 、 地 域 社 会
の 歯 車 の 好 転

４



人口、経済の未来像

総人口の増減の推移 実質ＧＤＰ成長率の推移

対
前
年
増
減
数

０

2013 2030 2060

▲45万人
（総人口：12,103万人）

▲42万人
（総人口：10,545万人）

▲105万人
（総人口：8,674万人）

▲85万人
（総人口：11,662万人）

▲22万人
（総人口：12,730万人）

回復ケース

社人研中位推計

生産性向上・人口安定

生産性停滞・人口減少

2011-2020 2031-2040 2051-2060

0.0

％

1.0

2.0

3.0

青色：36.8％
赤色：16.7％

５

+1万人
（総人口：9,661万人）

▲63万人
（総人口：4,286万人）

青色：18.8％
赤色：15.5％

青色の地域：経済指標47.5未満
赤色の地域：経済指標60以上

○総人口の増減の推移の回復ケースは、2030年までに合計特殊出生率が2.07に回復した場合の試算値。社人研は、国立社会保障・人口問題研究所の略。
○実質ＧＤＰ成長率の推移において、「生産性向上・人口安定」は、総人口が回復ケースで推移し、かつ生産性が１％超向上した場合。
「生産性停滞・人口減少」は、総人口が社人研中位推計で推移し、かつ生産性が停滞した場合。

○地域経済は、市区町村別の工業・商業・農業統計等から算出した合成指数の偏差値。50は過去30年間の全国平均。
50年後の地域経済は年0.3％ずつ改善した場合を図示（過去10年間は年0.3％ずつ悪化）

（1.5～2%成長）

生産性停滞・人口安定
（0.5～1%成長）

（マイナス成長）

2110

経済が年0.3％改善した場合

青色：15.8％
赤色：30.9％

この10年程の間の
好不調の拡大を巻
き返すとすると・・・

この10年程の間に
地域間の好不調が
拡大

1990年の地域経済 2010年の地域経済 50年後の地域経済

労働・資本投入は減少
イノベーションがカギ
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